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小論の課題は， Jonestypeの2部門モデルを用いて，規模に関する収穫逓
増 (increasingreturns to scale) が，国際的な要素移動のインセンティプとな
り，したがってまたその要素移動を実現するために，経済統合が選好されるか
も知れないということを示すことである。
周知のように，規模に関して収穫一定 (constantreturns to scale)を仮定す
る，ヘクシャー・オリーン・サムエルソンのモデルの下では，財の自由貿易と
要素の自由貿易とは完全に代替的であり，要素が国際的に移動しなくても，財
の自由貿易の結果，要素の報酬は相対的にも絶対的にも均等化するので，均衡
においては要素が国際的に移動するインセンティプはない。したがってそのよ
うなヘクシャー・オリーン・サムエルソンのモデルで，生産要素が国際的に移
動するためには，例えば 1)少なくとも一国が完全特化するか， 2)一国が関
税を課すことによって，両国の財相対価格が異なるか， 3)両国間で生産技術
の水準にギャップが存在するかして，生産要素の報酬が両国で異ならなければ
ならない。
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ここではこの中，規模に関する収穫逓増 (increasingreturns to scale)に基い
て，両国がそれぞれの財に完全特化するために要素価格比率が異なり，したが
って要素移動のインセンティプが生ずるものとする。このような想定によって
明らかにしたい点は，要素移動が行なわれた後の完全特化の下での両財の生産
水準が，要素移動が行なわれる以前のそれよりも高まるという点である。この
利益は要素移動が行なわれた結果生じたものであり，したがってこの利益を実
現するために，経済統合がおし進められるかも知れない。
2仮定とモデル
いま自国 (h)と相手国 (f)があり，両国とも二つの最終財 (X1, ふ）
を二つの生産要素 (K,L)で生産するものとする。われわれは increasing 
returns to scaleが要素価格比率に違いを生ぜしめるということを明らかに
したいので，両国の二つの生産要素，資本 (K)と労働 (L) の存在量は同じ
であり，したがって両国の Edgeworthboxは同じであるとする。モデルは
最初に constantreturns to scaleの下で定式化され，その後に output
generatedなマーシャル的な increasingreturns to scaleを導入すること
にする。しかしいずれのケースでも，要素の限界代替率逓減，完全競争，完全
雇用，および要素の完全な移動性（産業間）が仮定される。 さらに第2財が全
ての要素価格比率の下で，資本集約的であるとする。
最初に constantreturns to scaleを仮定する部分特化の下での生産側の
モデルを定式化し， これに需要側を加えて，初期の財価格（比率）を決める。
次に outputgeneratedな increasingretumg to scaleを想定して，財価
格（比率）と生産量および要素価格比率が negativeな関係になるための条件
を求め，これを利用して increasingreturns to scaleが，要素移動のイン
センティプとなることを明らかにしたいと思う。
いま C;;を j財 (j=1, 2) 1単位の生産に必要な i要素 (i=K,L)量
とすれば，完全雇用の条件は，
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Cぃふ+CL2ふ=L
CK1Xけ CK2ふ=K
で示され，また完全競争の条件は
CL1w+CK1r=釦
CL2w+CK2r=加
~, 
． ． ?
??
，?
． ． ?
~. 
(3) 
(4) 
である。ただしふは j財の生産量， W と rは賃金率と資本のレンタルであ
る。また P;はのちに需要条件と市場均衡条件を導入することによって決まる
j財の価格であるが，さし当たり外生的に与えられるものとする。
さらに， C1;はw(==w/r)の関数として
C;;= C;(J) (5) 
で与えられる。
以上生産側のモデルで，式は 8個あり，これに対して内生変数も C;,X;, 
w, rの8個ある。したがってパラメター， K,LおよびPiが与えられると，
X;, w, rおよび cij が決まることになる。勿論 C;;が決まれば， kJ(=K;/ら）
が決まるので，すでにK と Lが与えられておれば，いろいろなわに対して
edgeworth boxの efficiencylocusが引けることになる。
ところでもし初期の均衡財価格函を決めようと思えば，需要関数と市場均
衡式をつけ加えなければならない。
D;=D;CP1, P2, y(Pi, P2)) 
X;(P1, 加）＝坊CP1,P2, y(P1, 加））
(6) 
(7) 
y=P1ふ+pふ (8)
P=加IP1 (9) 
(6)はj財の需要関数， (7)は市場均衡式， (8)は名目国民所得， (9)は相対価格の
定義式である。 {6)~{9)で6つの式がつけ加わっており， これに対して変数も
D;, P;, Y, およびPの6個がつけ加わっている。したがって，全体として式も
変数も14個あり， K と Lが与えられると， C;,X;, w, r, P;, D;, pおよびy
が決定されることになる。なおこのようなP;を初期均衡価格元とし，しかも
， 
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それが部分特化をもたらすものとする。
次に(1)~(4)を全微分して変形すれば
如幻*+J口ふ*=L*-0ぃCL1*+h2年＊）
なふ＊＋なふ*=K*-(い CK1*+h2年＊）
0ぃw*+eK1r* =P1 *-(eぃCL1*+8K1CK1*)
0ぃw*+OK2r*=加＊ー (oL2CL2*+eK2CK2*)
(10) 
(1) 
(12) 
(13) 
をうる。ただし例えばふ*=dふ／ふで，その変数の百分比変化を示す。また
如 =CL;ふIL,知 =CK;ふ/K,釦 =w幻IP心知=rK;IP必である。
なおUO)UlU2)U3)から
detOi;)=I月＝憎(k2-k1)
wrL1L2 det(ei;)=IOI= (k2-k1) 加X1加X2
となり，仮定によって， 1刈>O,IOl>Oである。
次に j財の平均費用最小化のための 1階の条件
如 CL/+知 Cx;*=0 
と， i財における要素代替の弾力性
町=(Cx/-CL;*)/(w*-r*)>O
から
(14) 
(15) 
(16) 
閻
CL;=-{}Kj町(w*-r*) US) 
CK;*={}Lj町(w*-r*)• U9) 
をうる。したがってU6)U8)U9)を用いれば， UO)Ul)(12)(13)はそれぞれ
入Liふ*+hふ *=L*+fiL(w*-r*) (20) 
なふ*+AK2ふ*=K*-む(w*-r*) (21) 
{}ぃw*+8K1r*=P1* (2) 
8L2w* +8K2r* =P2 * (23) 
となる。ただし fiL=,1L1{}K1町+AL28K呼2>0,舷 =AK18L1町＋入K28L2a2>0で
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ある。
(20)~(23)が constantreturns to scaleの場合の生産側の基本式であるが，
これから生産要素量が一定の場合，財価格と生産量との間には
(fi丘和）ふ＊一ふ＊＝ （か＊一加＊）
1入181 (24) 
の関係がある。仮定によって (fiL+fiK)>O,!-t!lnl>Oであるから，財価格と生
産量との間には positiveな関係があり， したがって生産可能曲線は原点に
concaveである。
次に， constantreturns to scaleが outputgeneratedな variable
returns to scaleになったとする1)。この場合生産関数はその生産量と共に
シフトするので， C;;は 0 とX;に依存することになる。したがって，
C;;= C;(ru, X;) (25) 
となる。 (25)から
CL;*=-8Kj町(w*-r*) -RL; 均＊ (26) 
Cx;* =8L;<1;(w*-r*)-Rx; ふ＊罰
となる。ただし R;;= X; aC;; 
C;; ax; である。したがって， R;;は要素価格一定の
下で，均の変化に対する C;;の弾力性である。
いま R戸釦RL;+8x;Rx;とすれば，R;はj財における increasingreturns 
to sealないし decreasingreturns to scaleの大きさを表わすことになる。
ここでは increasingreturns to scaleを考えているので， R;;>O,R;>Oと
仮定する。
いま(26)(27)をUOl~U3lに代入すれば，
如ふ*+h2ふ*=L*+PL(w*-r*)+(如RL1ふ*+AL2釦 X2*) (28) 
AKlふ*+ix必 *=K*一社(w*-r*) + (lxiRx1ふ*+lx2RK2ふ＊）
(}ぃw*+8x1r*=P1*+R1ふ＊
??
1)以下の定式化は Jon蕊〔1〕による。
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8L2w*+8nr*=P2*+R2ふ＊ !3D 
となる。 (28)~!3nが outputgeneratedな increasingreturns to scaleが存
在する場合の，生産側のモデルの基本式である。
3 収穫逓増と生産量，要素価格および財価格
そこで次に(28)~(3lを用いて， increasingreturns to scaleが存在する場合
における，財価格と要素価格との関係，および財価格と生産量との関係を明ら
かにしたい。特に increasingreturns to scaleのために生産可能曲線が原
点に convexになり，したがって生産量と財価格とが negativeな関係にな
るための条件を明らかにしたい。
まず(28)(29)を書きなおせば
入1Llふ＊＋入1L2ふ*=L*+PL(w*-r*)
A1 Klふ*+A1K2ふ*=K*-和(w*-r*)
??
となる。ただし A';;=A;;(1-R;;)である。ここでわれわれは， R;;<l, した
がって， A';;>Oと想定する。このことの意味は，要素価格が一定の場合 (w* 
-r*= 0), 生産量の増加は両要素に対する需要を増加させるということであ
る。
さてわれわれのモデルでは，生産要素量は一定であるから (L*=K*=0), 
(3研閲から
ふ＊＝均(w*-r*)I.it I 
ふ＊＝舟(w*-r*)
したがって，
ふ＊一ふ＊＝列戸(w*-r*)
??
(36) 
をうる。ただし出=C.t'nP叶 .t'L2む）>O, μ2 = (.t'nP叶 .t'u和）>Oであり，
また 1-t'I=detC.t';;)である。さらに 1-t'IとI.tiの間には， 1-t'I=I.ti+ AK1AL2 (Rn 
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+ RL2 -RK1RL2) -AK2Aい (RK2+RL1-RK2Rい） の関係がある。 signI入りは
increasing returns to scaleを考慮した上での要素集約性ランキングを表わ
しており，一般的に sign[.l'[と sign[.l¥とは同じではない。 しかしここでは
increasing returns to scaleを考慮しても，第 1財が労働集約的であるとし
て，閃>Oとする。
次に(34)(35)を(30)(3りに代入すれば，
0'L1w*+0'x1r*=P1* 
0'L2W* +0x2r* =加＊
となる。ただし
(31) 
(38) 
?ー?? ?
?
?
??
??~r 
﹇
?
?
?
?＿
? ー ??
?? ?
?
? ?
????
? ー
?
?
?
（?
，
ー
? ? ? ? ?
???
? ?
? ＿＿
???
?
??
????
＿ ＿ ??
??
? ?
?ぁぅ?
(39) 
l8'1=18 〔1_Rり富竺〕
の関係がある。仮定によって 1入'1!8l>Oであるから，かりに R坪 1+R2底が
l.l'l8I よりも大きいほど十分な increasingreturns to scaleがある場合に
は， l8'l<Oとなるであろう。
(39)を(36)に代入すれば
μ1 +μ2 
ふ＊一ふ＊＝ （加＊一加＊）
l.i'l8'1 (40) 
をうる。
さて(40)で，仮定によって町>Oであるから，一般的に生産可能曲線の形は，
I入'¥10'¥の signによって決まることがわかる。そこで初期に与えられた均衡財
価格比率 p=西IP1から出発して，財価格と生産量との関係が negativeにな
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り，したがって生産可能曲線が convexになるためには， increasingreturns 
to scaleのために， 1入'Iと IO'とが異符号をとることが必要である。つまり
閃<o and IO'l>O (41) 
か
閏>O and IO'l<O 
のいずれかの場合である。
(42) 
そこで，かりにわれわれが increasingreturns to scaleのために生産可
能曲線が convexになり，さらにそのような場合でもいぜんとして第 1財が
労働集約的であると想定すれば， (42)がわれわれの考えるべきケースになる。
そのような場合， (40)から increasing'returnto scaleのために生産量の変
化と財価格の変化とは negativeな関係にあり，同時にまた(39)から，要素価格
と財価格とも negativeな関係にあり，したがってある財の相対価格が初期に
与えられた均衡価格比率より下落すると，その財の生産に完全特化，またその
財の生産に集約的に用いられる要素の報酬が相対的に高まることになる。次節
ではこのようなケースを想定して，要素移動による利益を明らかにすることに
したい。
なお， (41)のケースでは， ¥O'i>:o¥となり，しかも生産可能曲線は convex と
なる。しかし (36)から生産量と要素価格とは，要素集約性が逆転するために，
negativeな関係になる。
4 要素移動による利益
さてわれわれが考察の対象としているような increasingreturns to scale 
の下では，ある財の相対価格が初期の均衡財価格比率より下落すると，その財
に完全特化し，同時にそれに集約的に用いられている要素の報酬が相対的に高
まるので，要素移動のインセンティプが生ずることになる。
Fig. 1は，資本と労働の存在量が全く等しい自国(h)と相手国(/)の edge-
worth boxと efficiencylocus (曲線 OhP,POJ), および経済統合としての
14 
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efficiency locus (OhQOf)を示したものである。
かりに両財の生産関数が constantreturns to scaleで，かつ両国の需要
パターンが共通であれば，その下での財価格比率と要索価格比率は両国で等し
いので，要素移動のインセンティブはなく，したがって経済統合の必要もない。
次に両財が increasingreturns to scaleの下で生産されるようになったと
する。その際社会的無差別曲線が生産可能曲線よりもより convexで，初期の
均衡価格比率と等しい価格比率の下で，最高の厚生水準に到達していたとす
る。しかし両財が increasingreturns to scaleの下で生産されれば，結局
両国はいずれかの財に完全特化するであろう。いま自国が労働集約的な第 1
財，相手国が資本集約的な第 2財に完全特化したとすると，そのときの第 1財
の生産量が isoquantx1で，また第2財のそれが X2 で示される。さらにそ
のときの (j)訊それぞれ whと゜fで与えられている〇
さて経済統合前に wh>wfであるから，両国が経済統合を作り，要素移動に
15 
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対する障害を除去すれば，要素移動が起こるであろう。要素移動の大きさは一
義的でないが， Fig.1では自国が相手国から労働をTDだけ受入れ，逆に相手
国は自国から資本を SBだけ受入れた場合を示している。しかしいずれにして
も最終的には，両国の 0 は等しくなっているであろう。
そのような要素移動の結果，自国の要素存在量は OhAQDの boxで示さ
れ，相手国のそれは QCOJBになり，両財の生産量は x1'とん’に増加して
いる。したがってこのような場合，かりに需要パターンに変化がなければ，初
期に両国で等しかった財価格比率の下で，両国の厚生水準は要素移動の結果高
まるであろう。
5 結び
われわれは outputgeneratedな increasingreturns to scaleをモデル
にとり入れることによって，要素移動のインセンティプが生ずることを示し
た。かりに経済統合を結成して，このインセンティプにそって要素移動が行な
われば，初期の財価格比率の下で，生産額と厚生水準は増加するであろう。
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